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第１章 調査の全体概要 

 

本章では、調査の目的と調査概要、調査体制等を概説する。 

 

1.1 調査の背景と目的 

処分場等太陽光発電の導入促進に向けて、環境省では、平成 26～28年度の３カ年事業と

して「廃棄物処分場等への太陽光発電導入促進事業」をスタートした。「処分場等への太陽

光発電導入実現可能性調査」（以下「ＦＳ調査」という。）は、そのうち調査段階にある処

分場等太陽光発電に対して支援を行うものであり、1)導入段階の事業への支援を行う「先

進的設置・維持管理技術導入実証補助事業」（以下「補助事業」という。）を活用可能な段

階に至るまで、強力な後押しを行うとともに、2)導入・運用ガイドラインの作成を目指す

「廃棄物埋立処分場等への太陽光発電導入促進方策等検討委託業務」に反映可能な知見を

抽出することが役割である。特に今年度は３カ年事業の初年度に当たるため、「調査対象の

選定の考え方」から「調査の具体的な方法論」まで、実現可能性調査の体系を“ver1.0”

として構築するとともに、それを一通り遂行することをミッションとする。 

本調査は、上記のＦＳ調査の役割・ミッションを踏まえ、太陽光発電の設置を検討して

いる「鹿児島市横井埋立処分場跡地」について、当該処分場等の管理者や地域関係者と連

携して、発電見込量、事業採算性、維持管理方法、ＣＯ２削減効果等の検討並びに概略設計

等を行い、事業としての実現可能性を調査・検討することを目的とする。 

併せて、処分場等への太陽光発電導入事業に関する課題・知見等を整理し、当該事業の

有効性を検証することにより、平成 28年度に予定される導入・運用ガイドラインの作成を

目指す「廃棄物埋立処分場等への太陽光発電導入促進方策等検討委託業務」に反映可能な

知見を抽出することも目的の１つとする。 

 

1.2 調査の概要 

（１）調査地全体のベースとなる検討項目・検討手法 

調査地全体のベースとなる検討項目・検討手法を表 1-1に示す。 

  
表 1-1 実現可能性調査の検討項目と具体的な検討手法 

検討項目 具体的な検討手法 区分 ※ 

意義、必要性、目標 
処分場等管理者や検討会での意見を踏まえて意義等

を設定する。 
基本 

導入位置、面積、発電最大出

力、年間発電電力見込量 

処分場等の埋設物による設置に関する制約条件や樹

林や建物等による日影を考慮したうえで発電量を算

出する。 

 

基本 
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検討項目 具体的な検討手法 区分 ※ 

システム(架台等を含む)概

略設計、概略施工計画 

掘削不要型の架台の採用を基本とし、設備認定に必要

なレベルを満たした設計及び施工計画を行う。CO2排

出最小化にも留意する。 

基本 

発電した電気の活用方法 
全量売電を基本するが、災害時の地域貢献方策等も検

討する。 
基本 

概算事業費 

発電事業者である代表提案者（国際航業（株））が有

する実績値等を基にした価格（実態価格）による積算

を行う。 

基本 

資金計画 平成 25 年度業務で実施した事業採算性の定量化をベ

ースに、地域の金融機関等へのヒアリングにより資金

調達条件を確認のうえ、実態価格に基づくキャッシュ

フローを作成。補助事業の活用の有無による採算性の

違いも比較する。 

個別 

事業採算性 基本 

維持管理による発電への影

響予測及びその対策 
付加的コストを最小化する対策工法を検討する。地域

の金融機関等へのヒアリングにより、沈下や発生ガス

の影響などの条件の違いによる資金調達コストや保

険料率の上昇についても検討する。 

個別 

廃棄物の自重による沈下に

伴う発電の不安定化につい

ての対策 

個別 

モニタリング方法（項目、導

入機器等） 

既存のモニタリング項目に追加すべき項目及びその

方法を明らかにする。 
個別 

CO2削減効果 

平成 25 年度業務で実施した LCA の方法をベースに、

系統電力と比較した削減効果について、処分場等管理

者、発電事業者等であっても容易に算定可能な方法を

検討する。 

基本 

地域住民との合意形成の方

法等 

対象地の地域特性を考慮のうえ短中長期的な視点で

方法を検討する。 
基本 

関係法令・制度 
平成 25 年度業務で収集した関連法制度等をもとに、

必要な手続き等を整理する。 
基本 

従前の計画等で変更が必要

となる項目とその可能性 

既存の跡地利用計画もしくは過去の住民説明会等で

の意見・要望等を整理し、必要な対応を検討する。 
個別 

必要な事務手続き等 

系統接続に関しては、可能な限り電力会社へのアクセ

ス検討の申込み及び経済産業省への設備認定の申請

を行う。 

個別 

※【基本】：事業者で検討予定の項目との重複を避け、基本的に全候補地で検討する。 

【個別】：処分場等への太陽光発電導入促進方策の検討に資する項目を中心に、調査地ごとに

個別に検討項目として設定する。 

 
（２）調査地ごとの特徴・課題に応じた検討内容の整理に当たっての基本的な考え方 

各調査地の特徴や課題を踏まえ、上記（１）の検討項目の中から、調査地ごとの検討項

目を整理した。整理に当たっての基本的な考え方を以下に示す。 

①「処分場等における太陽光発電に固有の課題に関する検討事項」、「環境省ガイドライ

ンの作成に向けて有用な知見が得られると期待される検討事項」を優先する。 

（ア）廃棄物処分場の機能維持に関する視点（発生ガスや浸出水への影響等） 

（イ）太陽光発電事業の事業継続に関する視点（地盤沈下による発電量の減少等） 
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（ウ）地域との合意形成に関する視点（地域へのメリット等） 

②別途、実施設計業務が進行中の場合は、実施設計で対応すべき事項は除外する。 

 

（３）鹿児島市横井埋立処分場跡地の特徴・課題等とそれに応じた重点検討内容 

８月 19 日（火）に事前協議を行い、重点検討事項の候補として以下の９点を抽出した。 

①戴荷試験の実施 

②ボーリング調査（Ｎ値測定）の実施 

③地盤沈下量の算出（複数点） 

④台風対策（設置角度を下げる／造成時点で傾斜を付ける等）の種類及びそれに伴う

発電効率の検討 

⑤降灰対策（スプリンクラー／表面の特殊加工等）の種類の検討 

⑥浸出水発生抑制対策（アスファルト舗装／遮水シート等）の種類による発電効率の

検討 

⑦架台の種類・置き方（杭基礎／コンクリート架台、連結／単独等）、浸出水発生抑制

対策の種類によるライフサイクルコストの検討 

⑧架台の種類・置き方による地盤沈下量の検討 

⑨発生ガスによるパワコンの劣化可能性の検討 

また、９月 24日（水）付けで、九州電力が「九州本土の再生可能エネルギー発電設備に

対する接続申込みの回答保留について」を発表し、同 25日（木）より、再生可能エネルギ

ー発電設備に対する接続申込みについてしばらくの間、申込みの回答を保留することとな

った。これに伴い、「接続申込みをせずに市内等で電力を利用する事業スキームの検討」に

ついても重点を置いて検討を行うこととした（その後、12月 22日（月）付けで「九州本土

の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込みの回答再開について」が発表され、本

事業が該当すると想定される「500kW 以上の太陽光発電」については、年間 30 日を超えた

無補償での出力制御への協力を前提に、接続のための技術検討及び回答を再開することと

なった）。 

以上を踏まえたＦＳ調査の検討フローと市への協力要請事項を図 1-1に示す。 
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検討フロー 市への協力要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 ＦＳ調査の検討フローと市への協力要請事項 

 

1.4 調査の実施体制 

本調査は平成 26年度環境省委託業務として、国際航業株式会社、株式会社エックス都市

研究所、株式会社東洋設計、公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団の４社による共同実施体

制によって実施した。実施体制図を図 1-2に示す。 

４社による共同実施体制

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課

代表提案者：国際航業（株）

業務役割：業務統括、処分場等への太陽光発電導入実現可能性調査、先進的設置・維

持管理技術導入実証補助の工程・品質管理支援、処分場等太陽光発電事業

に要する付加的なコストの検証、処分場等への太陽光発電導入に係る課題

整理及び解決策の検討・提案

委託

共同提案者：（株）東洋設計

業務役割：処分場等への太陽光発電導入実

現可能性調査、先進的設置・維

持管理技術導入実証補助の工

程・品質管理支援、処分場等太

陽光発電事業に要する付加的な

コストの検証

共同提案者：（株）エックス都市研究所

業務役割：処分場等への太陽光発電導入実現可能性調査（実現可能性調査の検討事

項・手法の整理等）、先進的設置・維持管理技術導入実証補助の工程・品

質管理支援、処分場等への太陽光発電導入に係る課題整理及び解決策の検

討・提案

共同提案者：（公財）廃棄物・３Ｒ

研究財団

業務役割：実現可能性調査の検討事項・手

法の整理(関連法令・制度等)

 

図 1-2 本調査の執行体制図

①意義、必要性、目標の設定 

②導入位置、面積の検討と発電最大出力、年間発電電力見込量の算出 

③システム（架台等を含む）概略設計と概略施工計画の実施 

④発電した電気の

活用方法の検討 

⑤概算事業

費の積算 

⑦ 廃 棄 物 の 自

重による沈下に

伴う発電の不安

定化についての

対策の検討 

⑧ＣＯ２削

減効果の

算定 

⑩関係法令・制度の整理 

⑥事業採算

性の検討 
⑨地域住民との合

意形成の方法等 

ヒアリングへの協力 

図面の提供 

想定する資材調達先・

工事委託先等の設定 

ヒアリングへの協力 

⑪調査結果の取りまとめ 調査結果の照査 
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第２章 事業諸元の設定 

 

本章では、太陽光の導入地及び事業の意義･目標等の設定、周辺環境情報の収集･整理に

関する検討結果を概説する。 

 

2.1 太陽光の導入地の設定 

太陽光の導入地は「鹿児島市横井埋立処分場跡地」とした。導入地の概要を表 2-1、特徴

を以下、位置を図 2-1に示す。 

＜処分場の特徴＞ 

○これまでの自主的な発生ガスの測定において、硫化水素はほとんど検出されないが、

メタンに関しては時折ピークが見られている。 

○浸出水は下水道に放流しているが、配管等に大量のスケールが発生しており、処理

コストがかさんでいることから、アレイを活用しつつ、雨を表面水として捕捉して

河川に流せるような工夫を講じることが検討されている。 

○埋立物は不燃物が主体であり、覆土の厚さは 5mで太陽光パネルの基礎等で使用可能

な覆土の厚さは約 4m である。 

 

表 2-1 太陽光の導入地の概要 

管理者 鹿児島市

所在地 鹿児島県鹿児島市犬迫町11900番地

処分場等の種類 一般廃棄物処分場

処分場等の面積(m2) 17,666m2 処分場の区分
(or不法投棄等発生時期)

管理型

処分場の状況(or支障等) 埋立完了 埋立完了時期(or指定区域
の指定の有無)

平成13年4月
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図 2-1 太陽光の導入地の位置 

 

2.2 事業の意義･目標等の設定 

上記 2.1を踏まえ、事業の意義･目標等を以下のとおり設定した。 

＜事業の意義･目標等＞ 

○本処分場跡地は、広大な面積をもち、周囲に影となるものも無く、覆土厚も十分に

あり、処分場としては強固な地盤であることから、太陽光発電事業を行うには優良

な場所と考えられる。 

○九州では系統連系の回答保留の問題もあり、メガソーラーの普及が行き詰っている

状況である。また、本処分場跡地では浸出水が多く、浸出水を直接下水に流してい

るため処理費用がかさんでいる。 

○本処分場跡地は、系統連系申込を前提としないを新しい事業スキーム及び浸出水対

策と太陽光発電事業の両立を検討するにあたっての格好のモデルケースとなると考

えられる。 

 

2.3 周辺環境情報の収集･整理 

太陽光の導入地の周辺環境について市へヒアリングを行ったところ、太陽光発電設備の

導入地にかかる法規制等はないとのことであった。また、地域住民に対しては、市として

太陽光発電設備を設置することの説明を実施済であり、現段階では景観等の問題は見られ

ない。 
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第３章 施設計画 

 

本章では、太陽光発電設備の設計条件、概略設計、年間発電電力見込量の算出、架台･基

礎の概略設計、その他の検討等の結果を概説する。 

 

3.1 太陽光発電設備の設計条件 

太陽光発電設備の設計条件は以下のとおり。 

＜太陽光発電設備の設計条件＞ 

○導入位置：1工区 2期 

○方位角：0度、傾斜角：20度 

○太陽電池パネル：京セラ製 、パワーコンディショナ：東芝製 

○パネル間の距離：冬至に 6時間日照を確保できる距離、周囲のメンテナンス通路幅：

5m 

○ガス管のメンテナンスを行っているため、ガス管を避けてパネルを配置 

 

3.2 太陽光発電設備の概略設計 

太陽光発電設備の導入位置及び連系点までの配線ルートを図 3-1 に示す。この場合、導

入面積：約 17,704㎡、発電最大出力：1,560kWとなった。 

 

 

図 3-1 太陽光発電設備の導入位置 
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3.3 年間発電電力見込量の算出 

発電電力見込量は下式により算出した。 

年間発電電力見込量（kWh/年）  

＝発電最大出力（kW）×日射量（kWh/㎡・日）×365日×総合設計係数 ※１  

÷標準日射強度 ※２（kW/㎡） 

※１  総合設計係数とは、直流補正係数、温度補正係数、インバータ効率、配線損失

等を考慮した値であり、「大規模太陽光発電設備導入の手引書」（（独）新エネル

ギー・産業技術総合開発機構、平成 23年 3月）では 0.65～0.8程度としている。

本検討においては「JIS C 8907：2005 太陽光発電システムの発電電力量推定

方法」より、以下の値と式を用いて算出したところ 0.756 であったため、0.76

を採用した。 

     KHD：日射量年変動補正係数 0.97    KPD：経時変化補正係数 0.95  

     KPA：アレイ回路補正係数 0.97      KPM：アレイ負荷整合補正係数 0.94  

     ηINO： インバータ実効効率 0.9  

総合設計係数＝KHD×KPD×KPA×KPM×ηINO 

＝0.97×0.95×0.97×0.94×0.9＝0.756  

※２  地球大気に入射する直達太陽光が通過する路程の、標準状態の大気に垂直に入

射した場合の路程に対する比をエアマス（AM）という。AM1.5のときの日射強度

を標準日射強度といい、1kW/㎡となる。 

 

導入地の日射量、気温及び上式により算出された発電電力見込量を以下に示す。 

○日射量：年平均 3.99kWh/㎡・日  （NEDO MONSOLA-11 観測地点：東市来より） 

○気温：年平均 16.9℃ （同上） 

○年間発電電力見込量：約 1,818MWh/年 
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3.4 架台・基礎の概略設計 

架台の種類・置き方は、①コスト、②発電効率、③環境影響の 3 つの観点から検討する

こととした。検討結果を表 3-1に示す。 

鹿児島市の場合、覆土は 4m 利用可能であり地盤が強固であることから、コストの低い「ス

クリュー杭基礎」が適していると考えられた。 

 

表 3-1 架台の種類・置き方に関する検討結果 

 概要 コスト（例）（1kWあたり、工事費込） 環境影響 

スクリュー杭基礎 

 

スクリュー杭を打込む

工法。使用後は有価物と

して売却可。 

1.5～2.5万円 

（国際航業（株）実績） 

地面への荷重

あり 

（覆土を突き

破る可能性） 

FX鋼管基礎 

 

鋼管を打込む工法。使用

後は、有価物として売却

可。比較的浅い打込みで

強度を確保できる。 

約 2.5万円 

（（株）トーエネックの場合） 

地面への荷重

あり 

（覆土を突き

破る可能性） 

コンクリート架台（連結） 

 

現場で型枠設置、鉄筋組

立、コンクリート打設を

行う工法。基礎は全体と

して連続している。最も

一般的な構造。 

2.5～3.5万円 

（国際航業（株）実績） 

地面へのやや

荷重大 

コンクリート架台（単独） 

 

施工手順は上記連結と

同じ。各基礎は独立した

凸型の形状をした構造。 

1.5～2.5万円 

（発電事業者ヒアリング） 

地面への荷重

大 
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3.5 その他の検討 

本処分場跡地では浸出水が多く、浸出水を直接下水に流しているため処理費用がかさん

でいることから、太陽光パネルを活用した浸出水発生抑制対策のあり方についても検討を

行った。検討結果を表 3-2に示す。 

表 3-2 を踏まえ、「約 4 割の浸出水の抑制で十分な場合は U 字溝基礎、100％の浸出水の

抑制を望む場合は、遮水シートが適している可能性がある」旨を提案した。その結果、パ

ネル間の管理スペースは遮水シート、パネル下は防草シートを導入する方向で検討されて

いる。 

 

表 3-2 太陽光パネルを活用した浸出水発生抑制対策に関する検討結果 

コスト（例） 対策効果 発電効率 備考

アスファルト舗装 約1億9,100万円
（2,635万円/1,000㎡を

基準とした場合、工事費
込、株式会社ニッケンの
場合）

ほぼ100％浸出水を
抑制

・パネル周囲の温度が
上がりやすく効率は多
少落ちる

・高温になるとアスファ
ルトのたわみが生じる
可能性

補修を常時行
えば防草シー
トの必要なし

遮水シート 約4,060万円～約4,860
万円
（㎡あたり5,600円～
6,700円を基準として、

工事費込、覆土費別、
三ツ星ベルト株式会社
の場合）

ほぼ100％浸出水を
抑制

変化なし 防 草 シ ー ト
（ 約 5,655 万
円（砂利5cm、

ダ ス キ ン ト ゥ
ルグリーン北
鳥 山 店 の 場
合））と併用可

U字溝基礎 U字溝形の新規の基礎
が必要

約4割の浸出水の抑
制

変化なし 防草シートと
併用可

※導入事例
がほとんど無
い？
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第４章 概略施工計画 

 

本章では、太陽光発電設備等の施工計画、工事工程表等に関する検討結果を概説する。 

 

4.1 太陽光発電設備等の施工計画 

第 3章に示した検討結果を踏まえ、太陽光発電設備等の施工の項目を表 4-1に示す。 

 

表 4-1  施工項目 

施工項目 内容 

造成・整地 太陽光パネルを設置する場所の造成、整地が必要な場合に実施。 

基礎工事 掘削、砕石、型枠の設置、コンクリートの打設等を行う。 

架台組立 架台の搬入、組立を行う。 

太陽光パネル設置 太陽光パネルの搬入、架台の取り付けを行う。 

電気工事 引込内線工事、埋設管路工事、キュービクルの設置、パワーコンディ

ショナの取り付け、配線工事、遠隔監視システムの設置を行う。 

浸出水処理対策 パネル設置と併せて、アスファルト舗装、遮水シート等の浸出水処理

対策を導入する。 

電力会社側工事 配線増強工事、電力会社供給用メーターの設置等を行う。 

検査 太陽光パネル取付検査、施主検査、絶縁抵抗測定を行う。 

運転開始 電力会社立会いのもと、システムの連系運転を開始する。 

 

また、施工において留意することが望ましい事項を以下に示す。  

＜施工上の留意事項＞  

○墜落災害、車両災害、火災災害、第三者災害等、事前に予想される災害の防止  

○工事の PR、作業場所周辺への環境対策、騒音対策、地元住民への配慮、苦情等の対策  

○電力使用量の節減、事務用紙購入枚数の削減、古紙リサイクル率の向上、産業廃棄物

リサイクル率の向上等、環境への配慮  

○工程管理  

○品質管理 
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4.2 工事工程表 

上記の施工計画を踏まえて作成した工事工程表は表 4-2のとおり。想定施工期間は、約

13ヶ月となった。 

 

表 4-2 工事工程表（案） 

日程（ヶ月） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

土木 

工事 

造成・整地              

基礎工事              

架台組立              

太陽光パネル設置              

電気工事              

浸出水処理対策              

電力会社側工事              

検査              

運転開始             ● 
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第５章 発電した電力の活用方法の検討 

 

本章では、既存事例調査、本事業に求められる条件、本事業に相応しいと考えられる事

業スキーム（案）等に関する検討結果を概説する。 

 

5.1 既存事例調査 

既存導入事例における事業スキーム及びその他事業における参考となる事業スキームと

して、既存 10事例を整理した。 

事例は、表 5-1 に示す６タイプに大別できる。また、各タイプの代表的事例を表 5-2～6

に示す。 

 

表 5-1 処分場等太陽光発電の事業スキーム（６タイプ）の概要 

タイプ 事業スキームの概要 該当事例 

＜タイプ１＞ 

一般電気事業者への売電

方式 

・現状の基本形 

・一般電気事業者（電力会社）に対し

て、電力供給する 

・秋田市メガソーラー発電所 

・延寿埋立処分場メガソーラー発

電所 

＜タイプ２＞ 

特定規模電気事業者（PPS

事業者）への売電方式

（FIT対象） 

※単一型・複数型 

・PPS事業者に対して電力を供給する 

・大阪いずみ市民生活協同組合太

陽光発電所 

※物流センター屋根での太陽光発

電 

＜タイプ３＞ 

処分場及び関連施設での

使用方式（FIT対象外） 

・発電電力を地域内等で使用する 

・余剰分のみを FIT対象として売電す

る 

・相馬市太陽光発電事業 

＜タイプ４＞ 

地域の公共施設や地域住

民への供給方式（FIT対象

外） 

・発電電力を地域内で消費する地産地

消スキーム 

・京都エコエネルギープロジェク

ト 

＜タイプ５＞ 

地域一体型方式 

（市民ファンド、寄付、

自治体内還元等） 

・市民から出資を募り資本金を賄い、

収益の一部を出資者に還元する 

・売電収益の一部を自治体に寄付する 

・売電収益の一部を環境行政に利用す

る 

・さがみはら太陽光発電所 

・鶴田残土処分場太陽光発電所 

＜タイプ６＞ 

緊急時利用方式 

・停電時（災害時を含む）に発電電力

を施設内等で使用する 

・災害時等に、発電電力を地域内で供

給する 

※無償供給であれば電気事業法に接

触しない 

・自立稼働式パワーコンディショナー

と蓄電池を設置し、災害時にも太陽

光の電気を利用できる 

・岐阜県海津市メガソーラー発電

所 

・大津市クリーンセンター 

・横浜市神奈川水再生センター 
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【処分場等太陽光発電の事業スキームの事例】 

＜タイプ１：一般電気事業者への売電方式（FIT対象）＞ 

表 5-2 秋田市メガソーラー発電所 

事例名称 秋田市メガソーラー発電所 

取組み形態 売電型 

場所 
秋田市河辺豊成字虚空蔵大台滝１番地１ほか 

（秋田市総合環境センター内一般廃棄物最終処分場跡地） 

実施主体 秋田市 

事業概要 

「秋田市地球温暖化対策実行計画」に掲げる「再生可能エネルギーの普及および

利用促進」のため、市有施設における再生可能エネルギーの導入推進を目的とし

て建設 

発電電力の活用方法 一般電気事業者への売電 

地域への還元 太陽光発電導入・維持管理のために一部地元企業を活用 

事業スキーム 

 

効果 
年間発電量は 182万 kWhであり、事業期間 20年累計で、約 15,600トンの二酸化

炭素を削減 

写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 秋田市 HP 
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＜タイプ２：特定規模電気事業者（PPS事業者）への売電方式（FIT対象）＞ 

表 5-3 大阪いずみ市民生活協同組合太陽光発電所 

事例名称 大阪いずみ市民生活協同組合太陽光発電所 

取組み形態 売電型 

場所 

大阪府和泉市テクノステージ 2-1-10 

大阪府和泉市あゆみ野 2-5-4 

奈良県天理市福住町 

京都府亀岡市本梅町（2016年稼働予定） 

実施主体 大阪いずみ市民生活協同組合 

事業概要 

・いずみ市民生協で発電した電力をグループ会社である（株）コンシェルジュ（PPS

事業者届出済み）に売電。 

・（株）コンシェルジュは、いずみ市民生協の太陽光発電所の電気を全量買取り、

一般電気事業者や他社発電所（木質バイオマス等）の電源とミックスしていず

み市民生協に電気を供給。 

・グループで使用する電力量の範囲内での事業「需要家 PPS」を基本としており、

自ら使用する電力を、できる限り再エネ発電による電力で賄うことが、最大の

目的。 

発電電力の活用方法 
（株）コンシェルジュへの売電 

※（株）コンシェルジュでの PPS事業は 2015年 9月より開始。 

地域への還元 － 

事業スキーム 

 

効果 

いずみ市民生協グループの CO2排出量を、2020年度には「2005年度比 15％削減」。 

※日本生協連「温暖化防止自主行動計画作成の手引き」に基づき、排出係数は一

般電力「0.475」、再エネは「0.0」を使用。 

年間使用電力と電気使用によるＣＯ2排出量見通し
PPS事業開始

単位 2005年 2013年 2015年 2020年 05年比

一般電力等 1000ｋＷｈ 16,660 29,430 23,067 11,097 66.6%

再エネ 1000ｋＷｈ 0 0 11,260 34,528

使用電力計 1000ｋＷｈ 16,660 29,430 34,327 45,625 273.9%

再エネ比 ％ 0.0% 0.0% 32.8% 75.7%

排出係数 ｔ-CO2/kWh 0.423 0.423 0.319 0.116

電気由来CO2排出量 t 7,047 12,449 10,957 5,271 74.8%

CO2排出量合計 t 9,572 15,206 13,763 8,139 85.0%  

写真等 

 
※写真は、テクノステージ発電所 

出典 大阪いずみ市民生活協同組合 HP、電力事業政策より 
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＜タイプ 3：処分場及び関連施設で使用方式（FIT対象外）＞ 

表 5-4 相馬市太陽光発電事業 

事例名称 マスク財団による太陽光発電システム寄贈 

取組み形態 自家消費型 

場所 相馬市光陽四丁目２番地の５、相馬市光陽三丁目３番地の１ 

実施主体 相馬市（マスク財団） 

事業概要 寄贈による太陽光発電システムの設置 

発電電力の活用方法 併設廃棄物処理施設等で利用 

地域への還元 － 

事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果 併設廃棄物処理施設で発電電力を利用 

写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 処分場等への太陽光発電導入事例アンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

処分場管理者 
（相馬市） 

寄附者 
（マスク財団） 

寄附 
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＜タイプ 5：地域一体型方式＞ 

表 5-5 さがみはら太陽光発電所 

事例名称 さがみはら太陽光発電所（ノジマメガソーラーパーク） 

取組み形態 売電型 

場所 
相模原市南区麻溝台 3412-2他 

（相模原市一般廃棄物最終処分場 第 1期整備地） 

実施主体 協働事業（相模原市・株式会社ノジマ） 

事業概要 

・相模原市は、平成 24年 3月に策定した「相模原市地球温暖化対策実行計画（区

域施策編）」において、低炭素社会の実現をめざした再生可能エネルギーの利

用促進を掲げており、その取組のひとつとして市と事業者との協働により相模

原市一般廃棄物最終処分場へ大規模太陽光発電設備（メガソーラー）を導入 

・市は、用地を無償提供 

発電電力の活用方法 一般電気事業者への売電 

地域への還元 

株式会社ノジマは、市の温暖化対策に貢献するために、売電収入の一部を市へ納

付し、相模原市は、これを地球温暖化対策推進基金として積み立て、市民・事業

者が取り組む地球温暖化対策を支援するための財源として活用 

事業スキーム 

 

市：事業用地の提供並びにメガソーラーを利用した温暖化対策や再生可能エネル

ギーに関する普及啓発、環境教育及び環境学習 

事業者：事業の企画並びにメガソーラーの設計、建設及び管理運営 

※売電収入の一部を市に納付（売電収入の 5%） 

 

ＣＯ２削減効果 
CO2削減効果：825トン-CO2/年 

（平成 23年度東京電力排出原単位：0.464で算出） 

写真等 

 

出典 相模原市 HP 
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＜タイプ 6：緊急時利用型方式＞ 

表 5-6 海津市メガソーラー発電所 

事例名称 海津市メガソーラー 

取組み形態 売電型（災害時の電力の無償提供） 

場所 
岐阜県海津市海津町本阿弥新田 597、598 番  

（廃止済一般廃棄物最終処分場） 

実施主体 株式会社シーテック 

事業概要 

海津市が再生可能エネルギーの導入拡大と地球温暖化対策の推進を図るととも

に、公共用地の有効活用を図るため廃止済廃棄物最終処分場を、メガソーラー発

電事業を行う事業者に貸し付けている 

発電電力の活用方法 

一般電気事業者への売電 

災害時の電力の無償提供 

売電収入の一部寄付 

地域への還元 
環境教育の実施（セミナー、見学会の実施等） 

地元産業支援（地元企業への優先的発注等） 

事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果 CO2削減効果：約 1,500トン-CO2/年 

写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 株式会社シーテック HP 
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5.2 本事業に求められる条件 

本事業に求められる条件を検討・整理した。整理結果を以下に示す。 

 
 

 

 

 

 

※「九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込みの回答再開について」（九

州電力（株）、平成 26年 12月 22 日）の概要（太陽光発電のみ掲載） 

［太陽光発電］  

（１）500kW 以上  

指定電気事業者に指定されたことに伴い、年間 30日を超えた無補償での出力制御へ

の協力を前提に、接続のための技術検討及び回答を再開 

（２）500kW 未満（家庭用の太陽光などを除く）  

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則」

改正をもって、指定電気事業者制度が適用される予定のため、年間 30日を超えた無補

償での出力制御への協力を前提に、接続のための技術検討及び回答を再開 

（３）家庭用の太陽光など低圧 10kW 未満（余剰買取）  

・平成 26年９月 25 日以降も回答保留を行わずに接続を行っているが、平成 27年３

月申込みまでは、経過措置として、現行どおりの取扱いを継続 

・平成 27 年４月以降の申込みについては、指定電気事業者制度による、年間 30 日

を超えた無補償での出力制御への協力を前提に接続。ただし、非住宅用太陽光発

電（10kW以上）を先に出力制御を行うなど優先的な取扱いを実施 

 

5.3 本事業に相応しいと考えられる事業スキーム（案） 

 上記 5.1で整理した事業スキームの例から一定レベルの可能性があり、同 5.2の条件に

合致すると考えられるものを抽出し、事業スキーム（案）を３つ検討した。 

 

表 5-7 事業スキーム（案）の一覧 

事業スキーム 概要 

1 
一般電気事業者への売電スキー

ム（FIT対象） 

一般電気事業者（電力会社）への系統接続を行い、全

量電力供給するスキーム。 

2 
特定規模電気事業者（PPS事業者）

への売電スキーム（FIT対象） 

PPS事業者と契約し、清掃工場のボイラー発電により発

電した電力と合わせて売電するスキーム。 

3 
処分場及び関連施設での使用ス

キーム（FIT 対象外） 

系統接続を行わずに、発電電力を電動式塵芥収集車や

北部集会場の車両等で使用するスキーム。 

 

＜本事業に求められる条件＞ 

1.「九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込みの回答再開につい

て」（九州電力（株）、平成 26年 12月 22日）※への対応 

2.地域社会・経済の活性化（既存産業への影響、新産業・雇用の創出等） 

3.（売電しない場合）自立分散型エネルギーシステムの確立（エネルギーの地産地消） 
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（１）事業スキーム案１：一般電気事業者への売電スキーム（FIT対象） 

①基本スキーム（案） 

一般電気事業者（電力会社）への系統接続を行い、全量電力供給するスキーム。以下

の特徴を有する。 

 ・処分場等太陽光発電事業における現状の基本形と言える。 

・九州電力（株）の場合、年間 30日を超えた無補償での出力制御への協力が前提とな

る。 

 ・出力制御やエネルギーセキュリティへの対応として、蓄電池を導入することも考え

られる。 

 

太陽光発電事業者
（鹿児島市）

一般電気事業者

地域内の
パネル

メーカー

機器
調達

環境省「廃棄物埋立
処分場等への太陽光
発電導入促進事業」

補助（1/2）

地域内の
運営・保守
事業者

運営・保守
管理契約

※年間30日を超えた無補償での出力制御への協力が前提

売電収入

売電

新設送電線

売電契約

 

図 5-1 スキーム案 1-1：一般電気事業者への売電スキーム（蓄電池無） 
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太陽光発電事業者
（鹿児島市）

一般電気事業者

地域内の
パネル
メーカー

機器
調達

環境省「廃棄物埋立
処分場等への太陽光
発電導入促進事業」

補助（1/2）

地域内の
運営・保守

事業者

運営・保守
管理契約

蓄電池

経済産業省「定置用
リチウムイオン
蓄電池導入支援

事業費補助金」等

補助（1/3等）

売電収入

売電

新設送電線

売電契約

※年間30日を超えた無補償で
の出力制御への協力が前提

 

図 5-2 スキーム案 1-2：一般電気事業者への売電スキーム（蓄電池有） 

 

②メリット・デメリット 

メリット  ：・既往の処分場等太陽光発電事業における採用実績が最も多い。 

・パネル製造、運営・保守等に地域産業を活用することができる。 

デメリット：・出力制御に対応するための設備投資が必要となるとともに、売電収入

に変動リスクが生じる。 

・地域への電力供給がなされない（されているかどうかが不明瞭）ため、

電力の地産地消やエネルギーセキュリティの確保は困難である。 

・蓄電池を導入する場合、その費用が事業採算性に及ぼす影響が大きい。 

 

③実現に向けた課題 

・一般電気事業者との系統協議への対応 

・経済産業省「定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費補助金」等の活用可能性

の精査 

・太陽光発電事業の事業性の確保（特に電源線の工事費負担金の変動リスクへの対応

や、蓄電池を導入する場合） 
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（２）事業スキーム案２：特定規模電気事業者（PPS事業者）への売電スキーム（FIT対象） 

①基本スキーム（案） 

PPS 事業者と契約し、清掃工場のボイラー発電により発電した電力と合わせて売電する

スキーム。 

 

太陽光発電事業者
（鹿児島市） 一般電気事業者

地域内の
パネル

メーカー

機器
調達

環境省「廃棄物埋立
処分場等への太陽光
発電導入促進事業」

補助（1/2）

地域内の
運営・保守
事業者

運営・保守
管理契約

売電収入

売電

新設送電線

売電契約

清掃工場ボイラー
発電（導入済）

電力仲介事業者
（PPS）

売電契約

一般電気事業
者との協定に
よる電力買取

新設送電線

売電

 

図 5-3 スキーム案２：特定規模電気事業者（PPS事業者）への売電スキーム 

 

②メリット・デメリット 

メリット  ：・一般電気事業者への売電価格よりも高い価格設定をできる可能性があ

る。 

・パネル製造、運営・保守、PPS事業者等に地域産業を活用することがで

きる。 

・事業スキーム案１よりも、電力の地産地消やエネルギーセキュリティ

の確保が実現できる可能性が高い。 

デメリット：・事業スキーム構築に多大な時間と労力を要する。 

・出力制御に対応するための設備投資が必要となるとともに、売電収入

に変動リスクが生じる。 

 

③実現に向けた課題 

・PPS事業者との系統協議への対応 

・清掃工場のボイラー発電に関する売電契約の見直し 
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（３）事業スキーム案３：処分場及び関連施設での使用スキーム（FIT対象外） 

①基本スキーム（案） 

系統接続を行わずに、発電電力を電動式塵芥収集車や北部集会場の車両等で使用する

スキーム。発電した電力の利活用を容易にするため、蓄電池にはカートリッジ式等を採

用することが重要となる。 

 

蓄電池
（カートリッジ

式等）

太陽光発電事業者
（鹿児島市）

電動式塵芥収集車
北部集会場車両 等

地域内の
パネル

メーカー

機器
調達

環境省「廃棄物埋立
処分場等への太陽光
発電導入促進事業」

補助（1/2）

地域内の
事業者

運営・保守
管理契約

経済産業省「クリー
ンエネルギー自動車
等導入促進対策費補

助金」等

補助（1/2）

 

図 5-4 スキーム案３：処分場及び関連施設での使用スキーム 

 

②メリット・デメリット 

メリット  ：・電力の地産地消やエネルギーセキュリティの確保につなげることがで

きる。 

・パネル製造、運営・保守等に地域産業を活用することができる。 

デメリット：・FIT 対象外であるため、一般に事業採算性を確保することが困難である。

蓄電池や電動式塵芥収集車等の導入に補助金（経済産業省「クリーン

エネルギー自動車等導入促進対策費補助金」等）を活用することが前

提となる。 

 

③実現に向けた課題 

・経済産業省「クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金」等の活用可能性

の精査 

・太陽光発電事業の事業性の確保 
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第６章 概算事業費の算定と事業採算性の検討 

 

本章では、概算事業費の算定、事業採算性の検討等の結果を概説する。 

 

6.1 概算事業費の算定 

（１）売電単価の設定 

太陽光発電事業を民間事業者が実施することを想定し、事業採算性を重視した全量売電

を前提とした。そのため、売電単価は平成 26 年度の調達価格 ※を使用することとした。な

お、調達価格は毎年見直され、年度末に次年度の価格が決定される。 

※調達価格とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年

法律第 108号）（以下「特措法」という。）第 3条の調達価格のこと。 

 

表 6-1 非住宅用（10kW以上）調達価格 

 平成 26年度 

調達価格（税抜） 32円/kWh 

出典：「平成 26年度調達価格及び調達期間についての委員長案」調達価格等算定委員会より 

 
（２）事業採算性の評価条件の設定 

事業採算性の評価には、一般的に投資事業の判断指標で用いられる PIRR（内部収益率）※

1を用いる。本業務では、事業性を比較するため、資金調達は建設コストの 70％を金融機関

より借入れ、自己資金 30％を投資した場合に統一したうえで、プロジェクト IRR※2を評価条

件とした。 

※1 IRR（Internal Rate of Return）とは、投資に対する利回り（収益性）を表すもので、投資

プロジェクトの正味現在価値（NPV）がゼロとなる割引率のことをいう。投資によって得られ

ると見込まれる利回りと、本来得るべき利回りを比較し、その大小により判断する。 

※2 IRRのうち、一部を自己出資した場合で、かつ、資金調達した場合の出資分への収益性を示

す指標をエクイティ IRRといい、事業全体の収益性を示す指標はプロジェクト IRRという。 

 

（３）各コストの設定 

事業採算性を把握するため、建設コスト、系統連系工事負担金、その他開発コスト、運

営管理費、保険料、パワーコンディショナ交換費用、施設撤去費を設定する必要がある。

そのため、表 6-2に示すとおり設定した。 
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表 6-2 各コストの設定 

土地貸借料 
鹿児島市が事業主体となることが想定されるため、0円/m2 と設定し

た。 

建設 

コスト 

※設定前提 

・調達価格等算定委員会では発電規模毎に平均単価を設定して、32

円/kW（税抜き）という調達価格を算出している。しかしながら、

調達価格の設定から 1 年近くが経過していることや、各候補地の

特徴から、建設コストの実情と乖離があることから、本報告では、

EPC業者へのヒアリングや実績ベースでの単価を設定することと

する。 

（参考）調達価格等算定委員会の算出根拠 

    50kW以上 500kW未満 32.4 万円/kW 

    500kW以上 1MW未満 29.4 万円/kW 

    1MW 以上       27.5万円/kW 

・太陽光モジュールについては、実績のある国産メーカー製を採用

することとする。 

鹿児島市横井

埋立処分場跡

地（1,560kW） 

・規模が大きく、ボリュームディスカウントが期待できる 

・覆土厚が確保されていることから、杭打ちが可能 

・地盤も軟弱でないことから、標準的な杭長（1.5～2m）で設置可能 

・造成は不要（杭打ちのため、不陸整成も不要） 

・九州電力への接続対応のため、出力制御対応機器を考慮 

以上の条件を考慮し、27.8万円/kW（内訳：上記 27.5万円/kW、出

力制御対応機器 0.31万円/kW）と設定した。 

系統連系工事 

負担金 

高圧連系の場合の系統連系負担金については、連系候補地への距

離・連系希望系統の空き状況により大きく異なるが、本業務では調

達価格等算定委員会の 1.35 万円/kWと設定した。 

その他開発 

コスト 

現地調査費用、設計費用、系統連系協議費用（高圧のみ）、法令

許認可確認作業、地域貢献費用等の太陽光発電設備の開発のために

必要な費用 ※をいう。 
※地域貢献の一貫として用いられる自立運転機能付きパワーコンディシ

ョナ（10kW以上）にかかる追加費用や、発電量等の表示パネル等の整

備のこと。自立運転機能付きパワーコンディショナは、自立運転機能

のないものと比較すると 2～3割程度割高になるため、そのコスト増加

分を追加費用としてみている。 

当該コストは規模に比例して費用が嵩むことから、建設コストの

5％と設定した。 

なお、調達価格等算定委員会では、詳細なコスト項目を積み上げ

ていないため、より実態的なコストとするために自社調査によって

費用を設定した。 

運営管理費 
昨年度の調達価格等算定委員会が算出した値が概ね必要コスト通

りと見込まれることから、建設コストの 1％/年と設定した。 

保険料 

一般的に保険料は建設コストに応じて比率で算出することが多

い。数箇所の発電事業における保険料実績から、建設コストの

0.25％/年と設定した。 

なお、当該保険料は火災保険（建物に起因する火災により被害を

受けた場合、調達価格の 100％の保険が受けられる）、利益保証保

険（売電収入の 3ヶ月分）、損害賠償保険（5 億円/対人、5 億円/

対物）が含まれている。 
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パワーコンディショナ

交換費用 

パワーコンディショナは 10 年程度が寿命といわれており、20 年

の売電事業期間中に一度入替え、若しくはオーバーホールをする必

要があることから、1年目～10年目までの間 11年目の入替え費用を

毎年積立計算する条件とした。なお、オーバーホールをするより入

れ替える方が費用がかかるため、本費用設定においてはオーバーホ

ールをする場合の現在の一般的なパワーコンディショナ費用である

2 万円/kW・年とした。 

施設撤去費用 

事業終了後、施設を撤去することを想定し、パワーコンディショ

ナ交換費用積立終了後の 11 年目～20年目までの間、毎年撤去費用

を積立計上する条件とした。費用設定においては、昨年度の調達価

格等算定委員会の根拠として用いられた建設費の 5％を必要撤去費

用とし、当該費用を 10年間で分割積立する計算とした。 

 

これら各コストの設定を踏まえ、表 6-3に必要コストを一覧にまとめた。 

 
表 6-3 初期投資、維持管理費、その他費用の一覧 

初期 

投資 

建設コスト 27.8万円/kW 

系統連系工事負担金 1.35万円/kW 

その他開発コスト 建設コストの 5％ 

維持 

管理費 

運転管理費（年） 建設コストの 1％/年 

保険料 建設コストの 0.25％/年 

その他 
パワーコンディショ

ナ交換積立 
2万円/kW（前半 10年間分割積立） 

（国際航業（株） 自社調査による） 
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6.2 事業採算性の検討 

（１）評価ケースの設定 

「第５章 5.3 本事業に相応しいと考えられる事業スキーム（案）」の事業スキーム案１

～３を事業性評価の対象とした。 

 

（２）評価指標・方法の設定 

評価指標としては、IRR を用いることとした。指標の定義と事業化の一般的な目安を表

6-4 に示す。 

なお、本検討における事業化の目安は、「平成 26 年度調達価格及び調達期間に関する意

見」（調達価格等算定委員会）では、「IRR（税引前）6％」とされているが、これには「供

給量勘案上乗せ措置」として IRR 1～2％分に相当する分が上乗せされていること、本事業

の事業主体として地方公共団体が想定されることを鑑み、PIRR4％以上 と設定した。 

 

表 6-4 評価指標の定義と事業化の一般的な目安 

指標名称 指標の定義 事業化の一般的な

目安 

PIRR 

 

Project Internal Rate of Return：プロジェクト IRR 

投資額を資本金+借入金（全投資額）、キャッシュフローとして融資

に対する返済額を含まないフリーキャッシュフローを用いて算出す

る内部収益率。 

投資額＝Σ(n年後のﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ/(1+R)n)  R：PIRR 

4～8％以上 

EIRR 

 

Equity Internal Rate of Return：配当 IRR 

投資事業を純粋な株式投資と見立てた場合の指標。投資額を自己資

本（資本金+株主融資）、キャッシュフローを当期余剰金として算定す

る内部収益率。 

投資額＝Σ(n年後の当期余剰金/(1+R)n) R：EIRR 

8～10％以上 

DSCR 

 

Debt Service Coverage Ratio：元利金返済カバー率 

融資機関から見た、返済される金額に対してどれくらいの余裕があ

るかをチェックする指標。 

DSCR=(返済前のキャッシュフロー)/返済額（元利金） 

1.30～1.50以上 
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図 6-1 IRRの概念図 

 

（３）検討する太陽光発電事業の主要諸元 

検討する太陽光発電事業の主要諸元を表 6-5に示す。 

 

表 6-5 検討する太陽光発電事業の主要諸元 

項目 設定諸元 設定根拠 

事業期間 20年間  

日射量 3.99kWh/m2・日 NEDO MONSOLA-11 観測地点：東市来 

設備容量 1,560kW  

年間発電量 1,818MWh/年  

売電単価 32円/kWh  

収入計画 58,176千円 ＝32円/kWh×1,818,000kWh/年 
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（４）事業スキーム案１における事業性試算結果 

①事業スキーム案１に特有の主要諸元 

事業スキーム案１に特有の主要諸元を表 6-6に示す。 

 

表 6-6 事業スキーム案１に特有の主要諸元 

項目 設定諸元 設定根拠 

出力制御対

応機器 
0.31万円/kW 

「平成 27年度調達価格及び調達期間に関す

る意見」調達価格等算定委員会 

蓄電池 
（ア）1億円、（イ）3.12億円の 2ケース

で試算 

（ア）メーカーヒアリング結果 

（イ）ウェブサイト「太陽光発電メリット

デメリット」（30万円/kWh） 

補助金 

・環境省「廃棄物埋立処分場等への太陽光

発電導入促進事業」を活用 

・（蓄電池有の場合）経済産業省「定置用

リチウムイオン蓄電池導入支援事業費

補助金」を活用 

 

 

②事業スキーム案１の事業採算性試算結果 

 事業スキーム案１における試算結果を表 6-7～6-9に示す。本スキームでは、「蓄電池

無」、「蓄電池有：1億円の場合」、「蓄電池有：3.12億円の場合」のすべてのケースで事

業化の可能性が発現することが分かった。 
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表 6-7 事業スキーム案１における事業性試算結果（蓄電池無） 
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表 6-8 事業スキーム案１における事業性試算結果（蓄電池有：1 億円の場合） 
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表 6-9 事業スキーム案１における事業性試算結果（蓄電池有：3.12 億円の場合） 
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（５）事業スキーム案２における事業性試算結果 

①事業スキーム案２に特有の主要諸元 

事業スキーム案２に特有の主要諸元を表 6-10に示す。 

 

表 6-10 事業スキーム案２に特有の主要諸元 

項目 設定諸元 設定根拠 

清掃工場ボイラー

発電年間発電量 
51,959MWh/年 平成 25年度実績 

関連施設年間買電

量 
1,006MWh/年 〃 

関連施設年間消費

量 
25,308MWh/年 

〃（北部清掃工場の関連施設である粗大処理棟、リサイク

ルプラザ本館、１号棟、２号棟、３号棟、清掃事務所、横

井埋立処分場で消費） 

清掃工場ボイラー

発電年間売電量 
27,657MWh/年 〃 

本事業スキーム案

における売電割合

（清掃工場分） 

2.3％ 

※計算上、売電割合が大きいほど事業性が向上し、例えば

上記売電量を全量売電するとした場合、PIRR は 100％超

と、非常に大きい値になる。 

※上記の値は現実世界では稀なレベルであるため、本報告

書上では「PIRR が 5％を超えるレベル」として売電割合

を設定した。 

売電単価 18.7円/kWh 既往 11事例の平均 

出力制御対応機器 0.31万円/kW 
「平成 27年度調達価格及び調達期間に関する意見」調達価

格等算定委員会 

系統連系負担金 1.35万円/kW＋50万円 

・1.35 万円/kW：「平成 26 年度調達価格及び調達期間に関

する意見」調達価格等算定委員会 

・50万円：電力量計の取り換えのみの追加を想定((株)ｴﾈｯ

ﾄにおける実績値) 

補助金 

環境省「廃棄物埋立処分

場等への太陽光発電導

入促進事業」を活用 

 

 

②事業スキーム案２の事業採算性試算結果 

 事業スキーム案２における試算結果を表 6-11に示す。本スキームでは、清掃工場ボイ

ラー発電由来の売電割合が 2.3％以上の場合に、事業化の可能性が発現することが分かっ

た。 
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表 6-11 事業スキーム案２における事業性試算結果 
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（６）事業スキーム案３における事業性試算結果 

①事業スキーム案３の主要諸元 

事業スキーム案３の主要諸元を表 6-12に示す。 

 

表 6-12 検討する太陽光発電事業の主要諸元（事業スキーム案３） 

項目 設定諸元 設定根拠 

塵芥収集車・北

部集会場車両等

の台数 

114台 平成 25年度実績 

塵芥収集車・北

部集会場車両等

の年間走行距離 

2,753,225km 平成 25年度実績 

電気自動車電費 6km/kWh 
日産自動車ウェブサイト「電気自動車ラン

ニングコストシミュレーター」 

電動式塵芥収集

車導入費 
1,288万円/台 

既往導入事例 2 事例（新明和工業（株）、

兵庫県佐用町）の平均 

蓄電池 
（ア）1億円、（イ）3.12億円の 2ケー

スで試算 

（ア）メーカーヒアリング結果 

（イ）ウェブサイト「太陽光発電メリット

デメリット」（30万円/kWh） 

補助金 

以下の補助金を活用 

・環境省「廃棄物埋立処分場等への太陽

光発電導入促進事業」 

・経済産業省「クリーンエネルギー自動

車等導入促進対策費補助金」を活用 

 

 

②事業スキーム案３の事業採算性試算結果 

 事業スキーム案３における試算結果を表 6-13及び表 6-14に示す。本スキームでは、「蓄

電池有：1億円の場合」、「蓄電池有：3.12億円の場合」のいずれのケースでも、事業化

の可能性が見込めないことが分かった。 
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表 6-13 事業スキーム案３における事業性試算結果（蓄電池有：1億円の場合） 
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表 6-14 事業スキーム案３における事業性試算結果（蓄電池有：3.12億円の場合） 
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第７章 事業実施による効果の検討 

 

本章では、ＣＯ２削減効果の算定、ＣＯ２削減効果以外の効果の整理等の結果を概説する。 

 

7.1 ＣＯ２削減効果の算定 

（１）算定方法の検討 

ＣＯ２削減効果については、次年度以降の補助事業への以降も踏まえ、二酸化炭素排出抑

制対策事業費補助金の申請書類のひとつであるハード対策事業計算ファイルに従って算定

を行う。算定に当たっては、環境省「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック」も参考と

した。なお、波及的なＣＯ２削減効果に関しては、対策・施策高位ケース（最大限の対策と

大胆な施策を想定したケースで、具体的には、2020年の太陽光発電の導入量が 5,200万 kW、

2030 年度の導入量が 10,060 万 kW となるケース）での一般的な太陽光発電の累積導入量と

ＣＯ２削減量として算定している。 

 

（２）算定に当たっての前提条件の設定 

ＣＯ２削減効果の算定に当たっての前提条件を表 7-1に示す。 

 

表 7-1 ＣＯ２削減効果の算定に当たっての前提条件 

事項 設定内容 設定理由 

事業案件名称 鹿児島市横井埋立処分場

跡地太陽光事業 

事業を行う場所が鹿児島市横井埋立処分場跡

地であるため 

平成 26年度

予算額（予定） 

26,891千円 「平成 26年度廃棄物埋立処分場等への太陽光

発電導入促進事業 第 3回検討会」配布資料よ

り設定 

事業期間 平成 26年度～平成 32年度 CO2削減効果に関わってこないため仮の設定 

累積予定額

（予定） 

26,891千円 「平成 26年度廃棄物埋立処分場等への太陽光

発電導入促進事業 第 3回検討会」配布資料よ

り設定 

導入単位 ｋＷ 太陽光発電であるため 

部門 電力 太陽光発電であるため 

分野 再エネ 太陽光発電であるため 

耐用年数 20年以上 国家戦略室 コスト等検証委員会における電

源別耐用年数（稼動年数）より設定 

新開発機器エ

ネルギー種類 

商用電力 「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 
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事項 設定内容 設定理由 

従来機器エネ

ルギー種類 

商用電力 「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

導入量の計算

方法 

供給数 「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

※太陽光発電導入事業については、導入量の

基準となるストック数、フロー数が明確で

ないため、政府の施策による導入見込量を

基に供給数にて計算 

削減原単位の

計算方法 

再生可能エネルギー供給

量 

「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

※年間の導入量[kW]に対する発電量[kWh/kW/

年]を設定 

削減原単位 0.58 tCO2/kW 「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

事業による直

接導入量 

1,560 ｋＷ 導入する太陽光の発電最大出力より設定 

累計導入量 2020年：52,000,000ｋＷ 

2030年：100,600,000ｋＷ 

「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

※各年の供給量はわからないため、2013 年以

降の対策・施策に関する検討小委員会の

2020年、2030年の導入目標値を使用 

排出係数 0.56 kgCO2/kWh 「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

年間平均稼働

率 

12 ％ 「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブッ

ク」より参照 

※国家戦略室 コスト等検証委員会における

電源別稼働率（設備利用率）より設定 

※年間平均稼働率に関して、第 6 章では売電単価の設定にあたり年間平均稼働率 13％を用

いているが、ここでは「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック」で使用を推奨して

いる 12％を使用している。 

 

（３）ＣＯ２削減効果の算定結果 

直接的なＣＯ２削減排出量を表 7-2に、波及的なＣＯ２削減効果を表 7-3に示す。 
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表 7-2 直接的な CO2排出削減量 

導入量 1,560 [kW]
削減原単位 0.58 [tCO2/kW]
CO2削減量 902 [tCO2]  

表 7-3 波及的な CO2削減効果 

2020年度までの累積導入量 52,000,000 [kW]
2020年度のＣＯ２削減量 30,064,320 [tCO2/年]
2030年度までの累積導入量 100,600,000 [kW]
2030年度のＣＯ２削減量 58,162,896 [tCO2/年]  

 

 

7.2 ＣＯ２削減効果以外の効果の整理 

本事業におけるＣＯ２削減効果以外の効果を整理すると、以下のとおりとなる。 

＜ＣＯ２削減効果以外の効果＞ 

○浸出水の下水道放流に伴い配管等に発生するスケールの処理コストを削減できる。 

○施工工事や維持管理業務の発注を通じて、地域の産業支援に貢献できる。 

○（事業スキーム案３の場合 ※事業スキーム案２の場合でも一定レベルで該当）  

電力の地産地消やエネルギーセキュリティの確保につながる。 

○（事業スキーム２の場合）清掃工場のボイラー発電で発電した電力と組み合わせる

ことにより、売電収益が安定化・増加するとともに、社会的インパクトの大きい事

業スキームを創出できる。 
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第８章 事業実施に向けた必要手続き 

 

本章では、本事業に関連する法制度、各種法制度の届出･認可等に関する事前協議、地域

住民との合意形成の方法等に関する検討結果を概説する。 

 

8.1 本事業に関連する法制度 

最終処分場等へ太陽光発電設備を設置する際に、届出や許可などの事前協議が必要にな

ると考えられる法令等（不要となる法令等については、その理由）を表 8-1に示す。 

最終処分場に係る法令等は、土地の形質変更の内容や規模、最終処分場の状態（廃止前、

廃止後）、廃止前であれば処分場の所有者（市町村、民間）などによって手続きが変わるた

め、各処分場においては、それぞれの状況に応じた手続きを行う必要がある。 

なお、環境省令で定める措置が行われた不法投棄地は指定区域とされるため、廃止され

た最終処分場と同様の手続きが必要となる。 

 
表 8-1 事業に関連する法令等 

法制度名 
実施 

主体 
概要 

最終 

処分場 

の廃止 

必要手続き 

廃棄物の処理

及び清掃に関

する法律 

環境省 土地の形質変

更を行う際に必

要となる。 

廃止前 一般廃棄物最終処分場（ただし、市町村が届出を行った施

設を除く）及び産業廃棄物最終処分場においては、都道府県

知事の許可が必要である。 

市町村が届出を行った一般廃棄物最終処分場においては、

都道府県知事へ届出が必要である。 

ただし、その変更が環境省令で定める軽微な変更である時

は、この限りではない。 

廃止後 都道府県知事により指定された指定区域内での土地の形

質を変更しようとする者は、都道府県知事へ事前の届出を行

う必要がある。 

ただし、この限りでない行為もある。 

なお、環境省令で定める措置が行われた不法投棄地は、指

定区域に含まれる。 

土地の譲受け

などを行う際に

必要となる。 

廃止前 一般廃棄物最終処分場（ただし、市町村が届出を行った施

設を除く）及び産業廃棄物最終処分場において土地の譲受け

等を行う際には、環境省令で定めるところにより都道府県知

事の許可を受ける必要がある。 

廃止後 都道府県知事の調製する指定区域台帳（帳簿及び図面）に

は、土地所有者（管理者）の記載が求められていない。 

土壌汚染対策

法 

環境省 土地の形質変

更を行う際に必

要となる。 

廃止前 環境省通知により、一般環境から区別され、適切に管理さ

れている最終処分場においては、特定有害物質を含んでいた

としても、土壌汚染対策法における都道府県知事へ届出は必

要ない。 

廃止後 土地の掘削その他の土地の形質の変更であって、その対象

となる土地の面積が環境省令で定める規模以上のものをしよ

うとする者は、都道府県知事に事前に届出を行う必要がある。 

ただし、この限りでない行為もある。 
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法制度名 
実施 

主体 
概要 

最終 

処分場 

の廃止 

必要手続き 

国土利用計画

法 

国土交通

省 

土地の譲受け

などを行う際に

必要となる。 

廃止前 土地売買等の契約を締結した場合には、当該土地が所在す

る市町村の長を経由して、都道府県知事に届出を行う必要が

ある。ただし、一定の面積未満の土地や規制区域など適用外

となる場合もある。 

なお、規制区域に指定されている場合は、その区域内にお

ける土地の取引には必ず都道府県知事の許可が必要となる。 

廃止後 

建築基準法 国土交通

省 

工作物を建築

する際に必要と

なる。 

廃止前 国土交通省の通知により、土地に自立して設置する太陽光

発電設備については、太陽光発電設備自体のメンテナンスを

除いて架台下の空間に人が立ち入らないものであって、かつ、

架台下の空間を居住、執務、作業、集会、娯楽、物品の保管

又は格納その他の屋内的用途に供しないものについては、法

が適用される工作物から除外されている。 

廃止後 

自然公園法 環境省 工作物を建築

する際や、それら

の色彩を変更す

る際に必要とな

る。 

廃止前 環境大臣（国立公園）もしくは都道府県知事（国定公園）

によって指定された特別地域内に、太陽光発電施設を設置し

ようとする場合や色彩を変更しようとする場合などには、環

境大臣もしくは都道府県知事の許可が必要となる。 
廃止後 

工場立地法 経済産業

省 

工場や事業所

の新設の際に必

要となる。 

廃止前 総務省の日本標準産業分類において、太陽光発電施設は、

届出対象となる特定工場から除外されているため、工場立地

法を基に都道府県知事もしくは市長に届出を行う必要はな

い。 

廃止後 

電気事業法 経済産業

省 

電気工作物の

設置および利用

する際に必要と

なる。 

廃止前 太陽光発電設備（50kW 未満を除く）は、「自家用電気工作

物」と定義されているため、保安規定を定め、電気主任技術

者を選任し、経済産業大臣に届出を行う必要がある。 廃止後 

電気事業者に

よる再生可能

エネルギー電

気の調達に関

する特別措置

法 

経済産業

省 

電力事業者に

再生可能エネル

ギーを固定価格

で売電する際に

必要となる。 

廃止前 一般的な太陽光発電施設と同様に、経済産業大臣へ設備認

定の申請を、電気事業者へ特定契約・接続契約の申し込みを

行う必要がある。 

廃止後 

その他、参考文献等 

最終処分場跡

地形質変更に

係る施行ガイ

ドライン 

環境省 指定区域にお

ける土地の形質

変更を行う際に

役立つ。 

廃止後 指定区域の指定範囲と指定方法、届出事項及び届出が不要

な場合の考え方、施行基準の具体的な内容について、都道府

県知事等や事業者が法の適正な執行に資するための内容が整

理されている。 

廃棄物最終処

分場整備の計

画・設計・管理

要領 

全国都市

清掃会議 

最終処分場の

整備計画、設計、

管理などを行う

際に役立つ。 

廃止前 2010年改訂版の第６章「埋立終了後または跡地の管理」に、

基本的な事項が掲載されている。 

 
なお、上記以外にも、場合によっては、所定の手続きが必要となる最終処分場もある。 

 

8.2 各種法制度の届出･認可等に関する事前協議 

上記表 8-1中の「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」

に関して、平成 26年 12月に経済産業大臣へ設備認定申請書を、電気事業者へ接続検討申

込書を提出済である。 
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8.3 地域住民との合意形成の方法の検討 

地域住民に対しては、市として太陽光発電設備を設置することの説明を実施済であるこ

とを踏まえ、設置検討時と工事前において、以下を目的とした説明を行うことが重要と考

えられる。 

○設置検討時（公募前）：太陽光発電設備の事業を行うことについて同意を得ること。 

○工事前：事業（工事）内容の同意を得ること（説明会の開催等）。 
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第９章 今後の課題と将来展望 

 

本章では、本業務で得られた知見より、「鹿児島市横井埋立処分場跡地」への太陽光発電

の導入を推進するための今後の課題等に関して概説する。 

なお、鹿児島市横井埋立処分場跡地に関しては、本調査結果を踏まえつつ、市として改

めて事業効果を確認した上で、事業実施の有無を判断する予定となっているが、以下では

「事業を実施する」と判断された場合の課題等を挙げておく。 

 

①（仮称）「鹿児島市横井埋立処分場跡地」への太陽光発電の導入事業に関する詳細設計

の実施 

本調査結果を踏まえ、設備のシステム図、太陽光発電設備の仕様、経費内訳等を作成

するための詳細設計を行う必要がある。 

 

 ②本業務で検討した事業スキーム案の精査 

本業務で検討した事業スキーム案に関して、それぞれ表 9-1 に例示する点を精査し、

必要に応じて事業採算性の再試算を行うことが重要である。 
 

表 9-1 各事業スキーム案に関して更なる精査が必要と考えられる点 

事業スキーム 要精査点 

1 
一般電気事業者への売電スキー

ム（FIT対象） 

・蓄電池有の場合、その導入コスト及び経済

産業省「定置用リチウムイオン蓄電池導入

支援事業費補助金」等の活用可能性の精査 

2 

特定規模電気事業者（PPS事業

者）への売電スキーム（FIT 対

象） 

・PPS 事業者の選定、系統協議への対応 

・清掃工場のボイラー発電に関する売電契約

の見直し 

3 
処分場及び関連施設での使用ス

キーム（FIT 対象外） 

・発電した電力の用途・需要量、蓄電池の導

入コストの精査 

・経済産業省「クリーンエネルギー自動車等

導入促進対策費補助金」等の活用可能性の

精査 

 

 ③本事業の周知・普及方策の検討 

  事業スキーム案２や３を採用した場合、既往の処分場等太陽光発電事業における実績

が少なく、廃棄物処理システムにおける創エネルギー、施設・設備の省エネルギー化等

の個別要素を組み合わせ、地域のエネルギーベストミックスを図った稀有な事例として、

社会的インパクトが大きい事業となると考えられる。このような事業スキームの有効性

を周知し、市内及び周辺地域へ展開していくための情報発信手法について、併せて検討

していくことが望ましい。
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添付資料 事業計画書（案） 

 



 
 

 

 
 

 

【事業スキーム・事業性評価結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業計画の概要（案）】 

 

 

＜プロジェクトの全体概要＞ 

項目 概要 

事業実施エリア 横井埋立処分場の 1工区 2期 

発電所全体の設備容量 1,560ｋW 

系統連系地点 導入地の北西側 

年間発電量（予測） 1,818MWh/年 

概算事業規模 

建設費：43,368万円 

系統連携工事負担金：2,106万円 

運転管理費：434万円/年 

保険料：108万円/年 

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ交換積立：312万円/年 

（事業開始から 10年間） 

施設撤去費用：217万円/年 

（事業開始後 11年目～20年目） 

 

＜架台の種類・置き方に関する検討結果＞ 

・検討対象 

スクリュー杭基礎 FX鋼管基礎 
コンクリート架台 

(連結) 

コンクリート架台 

(単独) 

    

・検討項目：コスト、発電効率、環境影響 

⇒ 本事業の場合、覆土は 4m利用可能であり地盤が強固であることから、コストの低

い「スクリュー杭基礎」が適していると考えられた。 

＜太陽光パネルを活用した浸出水発生抑制対策に関する検討結果＞ 

・検討対象 
アスファルト舗装 遮水シート U字溝基礎 

   

・検討項目：コスト、対策効果、発電効率 

⇒ 本事業の場合、「約 4 割の浸出水の抑制で十分な場合は U 字溝基礎、100％の浸出

水の抑制を望む場合は、遮水シートが適している可能性がある」旨を提案した。 

⇒ その結果、パネル間の管理スペースは遮水シート、パネル下は防草シートを導入

する方向で検討されている。覆土は 4m利用可能であり地盤が強固であることから、

コストの低い「スクリュー杭基礎」が適していると考えられた。 

 

＜メリット＞ 

・電力の地産地消やエネルギーセキュリティの確保につなげることができる。 

・パネル製造、運営・保守等に地域産業を活用することができる。 

＜デメリット＞ 

・FIT対象外であるため、一般に事業採算性を確保することが困難である。蓄電池や電動

式塵芥収集車等の導入に補助金（経済産業省「クリーンエネルギー自動車等導入促進

対策費補助金」等）を活用することが前提となる。 

＜事業採算性の評価結果＞ 

 「蓄電池有：1億円の場合」、「蓄電池有：3.12億円の場合」のいずれのケースでも、事業

化の可能性が見込めない。 

【背景】 
○これまでの自主的な発生ガスの測定において、硫化水素はほとんど検出され

ないが、メタンに関しては時折ピークが見られている。 

○浸出水は下水道に放流しているが、配管等に大量のスケールが発生しており、

処理コストがかさんでいることから、アレイを活用しつつ、雨を表面水とし

て捕捉して河川に流せるような工夫を講じることが検討されている。 

○埋立物は不燃物が主体であり、覆土の厚さは 5mで太陽光パネルの基礎等で使

用可能な覆土の厚さは約 4mである。 

 

【基本コンセプト】 
○本処分場跡地は、広大な面積をもち、周囲に影となるものも無く、覆土厚も十分にあり、処分場としては

強固な地盤であることから、太陽光事業を行うには優良な場所と考えられる。 
○平成 26 年 9 月 24 日に九州電力（株）が「九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込みの

回答保留について」を発表し（その後、12 月 22 日に「九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する

接続申込みの回答再開について」を発表）、今後、九州地域でのメガソーラーの普及の鈍化が懸念される。

また、本処分場跡地では浸出水が多く、浸出水を直接下水に流しているため処理費用がかさんでいる。 
○本処分場跡地は、系統連系申込を前提としないを新しい事業スキーム及び浸出水対策と太陽光発電事業の

両立を検討するにあたっての格好のモデルケースとなると考えられる。 
 

スキーム案３： 処分

場及び関連施設で

の 使 用 ス キ ー ム

（FIT 対象外） 

＜本事業に相応しいと考えられる事業スキーム案＞ 
スキーム案１：一

般電気事業者へ

の売電スキーム

（FIT 対象） 

スキーム案２：特定規

模電気事業者（PPS

事業者）への売電ス

キーム（FIT 対象） 
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事業計画地周辺写真 

太陽光発電事業者
（鹿児島市）

一般電気事業者

地域内の
パネル
メーカー

機器
調達

環境省「廃棄物埋立
処分場等への太陽光
発電導入促進事業」

補助（1/2）

地域内の
運営・保守

事業者

運営・保守
管理契約

※年間30日を超えた無補償での出力制御への協力が前提

売電収入

売電

新設送電線

売電契約

蓄電池
（カートリッジ

式等）

太陽光発電事業者
（鹿児島市）

電動式塵芥収集車
北部集会場車両 等

地域内の
パネル
メーカー

機器
調達

環境省「廃棄物埋立
処分場等への太陽光
発電導入促進事業」

補助（1/2）

地域内の
事業者

運営・保守
管理契約

経済産業省「クリー
ンエネルギー自動車
等導入促進対策費補

助金」等

補助（1/2）

系統接続を行わず

に、発電電力を電動

式塵芥収集車や北部

集会場の車両等で使

用するスキーム 

PPS 事業者と契約

し、清掃工場のボイ

ラー発電により発

電した電力と合わ

せて売電するスキ

ーム 

＜メリット＞ 

・一般電気事業者への売電価格よりも高い価格設定をできる可能性がある。 

・パネル製造、運営・保守、PPS事業者等に地域産業を活用することができる。 

・事業スキーム案１よりも、電力の地産地消やエネルギーセキュリティの確保が実現で

きる可能性が高い。 

＜デメリット＞ 

・事業スキーム構築に多大な時間と労力を要する。 

・出力制御に対応するための設備投資が必要となるとともに、売電収入に変動リスクが

生じる。 

＜事業採算性の評価結果＞ 

 清掃工場ボイラー発電由来の売電割合が 2.3％以上の場合に、事業化の可能性がある。 

一般電気事業者

（電力会社）へ

の系統接続を行

い、全量電力供

給するスキーム 

＜メリット＞ 

・既往の処分場等太陽光発電事業における採用実績が最も多い。 

・パネル製造、運営・保守等に地域産業を活用することができる。 

＜デメリット＞ 

・出力制御に対応するための設備投資が必要となるとともに、売電収入に変動リスクが生じる。 

・地域への電力供給がなされない（されているかどうかが不明瞭）ため、電力の地産地消や 

エネルギーセキュリティの確保は困難である。 

・蓄電池を導入する場合、その費用が事業採算性に及ぼす影響が大きい。 

＜事業採算性の評価結果＞ 

 「蓄電池無」、「蓄電池有：1億円の場合」、「蓄電池有：3.12億円の場合」のすべてのケースで

事業化の可能性がある。 

 
 


